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財
投
改
革
が
先
！ 

郵
政
３
事
業
の
う
ち
、
郵
便
は
基
本

的
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
、
金
融
（郵
貯
・簡

保
）は
民
業
を
補
完
す
る
も
の
。
も
と
も

と
性
格
が
異
な
り
ま
す
。
郵
貯
・
簡
保
は

国
民
の
金
融
資
産
の
１
／
４
を
占
め
る
ほ

ど
肥
大
化
し
て
お
り
、
民
業
補
完
と
い
う

当
初
の
目
的
を
は
る
か
に
超
え
た
大
き

さ
に
な
っ
て
い
ま
す
。  

 
 

三
五
〇
兆
の
郵
貯
・簡
保
資
金
（
＝
国

民
の
皆
さ
ん
の
お
金
）
が
、
財
政
投
融
資

と
い
う
仕
組
み
を
通
じ
て
ム
ダ
使
い
さ
れ

て
い
ま
す
。 

こ
の
額
は
下
表
の
通
り
、
わ

が
国
４
大
メ
ガ
バ
ン
ク
＋
４
大
生

保
の
契
約
額
に
匹
敵
す
る
巨
大

な
も
の
で
す
。 

当
初
、
「
郵
政
民
営
化
」
の
目 

的
は
、
こ
の
「
ム
ダ
使
い
」を
改
め

る
も
の
で
し
た
。 

二
〇
〇
一
年
四
月
に
「
財
投 

改
革
」を
決
め
た
も
の
の
手
つ 

か
ず
、
「特
別
会
計
」の
見
直
し 

も
手
つ
か
ず
、
特
殊
法
人
改
革 

も
道
路
公
団
民
営
化
や
独
立
行

政
法
人
な
ど
、
「み
せ
か
け
」
「
や

っ
た
ふ
り
」
ば
か
り
で
す
。 

 
 

 
 郵

貯
・

簡
保
で
国
債
が 

買
わ
れ
て
い
る
！ 

小
泉
内
閣
が
始
ま
っ
た
二
〇
〇
一
年

郵
貯
・簡
保
三
五
〇
兆
円
の
う
ち
、
四
一

兆
円
の
国
債
を
購
入
し
て
い
ま
し
た
。
そ

れ
が
三
省
（財
務
・
総
務
・厚
労
）合
意
の

下
こ
の
四
年
間
で
さ
ら
に
一
〇
〇
兆
円

の
購
入
を
進
め
、
約
一
五
〇
兆
円
に
な

り
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
今
回
の
政
府
案
で

は
「安
全
運
用
」と
称
し
、
一
一
〇
兆
円

の
購
入
を
進
め
二
六
〇
兆
円
ま
で
買
い

進
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
国
債
消
化
に

悩
む
財
務
省
主
導
の
法
案
で
す
。
「
国
債

暴
落
」の
危
険
を
郵
貯
・
簡
保
、
す
な
わ

ち
国
民
の
財
産
で
肩
代
わ
り
さ
せ
て
は

な
り
ま
せ
ん
。 

 

小
泉
内
閣
の
四
年
間
を 

郵
政
法
案
が
象
徴
！ 

民
主
党
は
、
郵
政
法
案
は
小
泉
内
閣

四
年
の
総
括
（裏
面
参
照
）
の
象
徴
で
あ

る
と
考
え
、
審
議
入
り
に
慎
重
で
し
た
。 

① 

法
案
の
不
備 

② 

他
法
案
と
の
齟
齬(

そ
ご) 

③ 

郵
貯
・簡
保
三
五
〇
兆
円
維
持
に
は 

税
金
で
穴
埋
め
せ
ざ
る
を
得
な
い 

             

④ 

官
か
ら
民
ヘ
と
い
い
な
が
ら
、
巨
大
な

国
営
の
会
社
を
つ
く
る
だ
け 

⑤ 

小
泉
内
閣
四
年
間(

問
題
先
送
り
の

ま
や
か
し
内
政
・八
方
ふ
さ
が
り
外

交)

の
集
大
成 

以
上
五
点
で
問
題
が
あ
る
政
府
案
で
は 

民
業
の
圧
迫
も
税
金
の
ム
ダ
使
い
も
な

く
な
り
ま
せ
ん
。
そ
も
そ
も
、
な
ぜ
郵
便

局
が
コ
ン
ビ
ニ
に
な
り
、
株
を
売
ら
な
く

て
は
な
ら
な
い
の
で
し
ょ
う
か
。
ゆ
え
に

廃
案
が
妥
当
で
す
。  

 

郵
貯
・

簡
保
は
縮
小
し

段
階
的
に
廃
止
を
！ 

郵
貯
・簡
保
は
、
民
業
で
や
る
べ
き
こ

と
を
官
業
で
や
っ
て
い
る
の
で
す
か
ら
、

段
階
的
に
縮
小
し
、
最
後
は
廃
止
す
べ
き

で
す
。 

具
体
的
に
は
、
郵
貯
に
つ
い
て
は
、
貯

金
預
け
入
れ
限
度
額
の
引
き
下
げ
を
行

い
、
縮
小
段
階
的
に
廃
止
。
簡
保
に
つ
い

て
は
更
新
の
打
ち
切
り
を
す
べ
き
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。 

  

  

郵貯 230 兆円＝４大メガバンク預金額 

簡保 120 兆円＝４大生命保険契約額 
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民主党  
国民負担１００億円回避!! 
「ＩＣ旅券」（パスポート）を 
導入の際の二重取り指摘! 
 

顔のデータなどを記録した「ＩＣ旅券」

（パスポート）を導入するための改正旅券

法が６月３日の参議院本会議で成立しま

した。政府は来年３月からＩＣ旅券を発給

し４月１日から導入する方針です。 
同法改正案をめぐっては、衆議院外務

委員会での審議過程の中で、「古い旅券

をＩＣ旅券に切り替える際、効用(サービス)
分手数料の二重払いになる」と民主党か

ら指摘を行いました。これにより手数料の

減額措置を盛り込んだ付帯決議が参議

院で可決されました。具体的には５年パス

ポートの８０００円の発給費のうち５０００

円は、５年分の在外公館でのサービス分

です。当然切り替えればこのサービス分

が二重払いになります。 
ＩＣ旅券発給にあたっての１００億円とも

言われる不当な効用(サービス)分の二重

取りについては、これを取り止めさせまし

た。 
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 国 内 国 外 

 2001 
４月小泉政権発足。 

 

３月イルクーツク合意。森前首相・プーチン大統領、東京宣言（４島帰

属）を確認。 

９月９．１１同時多発テロが発生。 

１１月テロ対策特措法成立。 

2002 
６月郵政公社化法案をめぐっては、郵政族の圧力に屈し、法案の一

部修正に応じる。 

７月江藤隆美・自民党道路調査会最高顧問ら有志議員が中心になり

与党三党の議員３００名による「高速道路建設推進議員連盟」を発足

させ、道路公団計画道路建設の必要性を訴える。 

 

９月首相訪朝。５人の拉致被害者が帰国。日朝平壌宣言は「経済援

助ありき」の「拉致」の語句も載っていないもの。 

１０月翌年１月の首相訪ロに向け「日ロ行動計画」に平和条約締結努

力、経済分野での協力など６分野を盛ることで合意。 

2003 
４月サラリーマン本人の医療費と家族の入院費の自己負担割合を２

割から３割に引上げ。 

４月介護保険料平均１１％引上げ。 

５月酒税引き上げ。 

７月たばこ税増税によりたばこ値上げ。 

１月首相訪ロ。「日ロ行動計画」了解。 

２月「日ロ行動計画」は、「領土」より「経済」の誤解を与えると有識者

２４名が指摘。 

３月アメリカが対イラク開戦。 

１０月イラク復興支援特別措置法が成立。 

2004 
２月０４年度政府予算は、税収は前年度比０．１％減の４１兆７４７０

億円にとどまり、国債発行額は０．４％増の３６兆５９００億円、そのう

ち赤字国債は３０兆９００億円（前年度比０．２％増）と、過去最悪。国

債依存度も４４．６％と過去最高となる。 

４月消費税は内税となり総額表示が義務づけられる。将来、消費税

率を上げるための準備か？ 

６月道路公団民営化法成立。結局１４０００ｋｍの高速道路計画路線

は１４３ｋｍを除いて全部つくることに。 

１０月会社員の厚生年金保険料値上げ。平均的なサラリーマンで毎

年月額６５０円、ボーナス一回につき１１５０円の負担増に。厚生年金

保険料は現在、年収の１３・５８％（労使折半）。平成２９年度 

１８・３０％に達するまで１４年連続で毎年引上げられる。 

１２月定率減税廃止を決定。※所得税の２０％（上限２５万）、住民税

の１５％（上限４万）が控除されていた。年間３．３兆円の所得税と住

民税の減税は９９年から６年間続けてきたが０６年 1 月から半減、０７

年からは全廃。減税取りやめはすなわち｢増税｣。 

 

３月尖閣諸島魚釣島への不法上陸事件。沖縄県警は入管難民法違

反（不法入国）で現行犯逮捕した中国人７人の身柄を福岡入国管理

局に引き渡す。同局は７人を強制退去処分とし送還。同県警は通常

の刑事手続きを取る方針だったが、法務当局等との協議で速やかに

強制送還するべきと判断。外交上の配慮が働いたと見られている。 

５月首相訪朝。拉致被害者家族５名帰国。２回続けて日本側から訪

問。参院選目当てか? 

８月沖縄県宜野湾市の沖縄国際大学内に、米海兵隊大型輸送ヘリ

が墜落炎上。県警は現場検証で海兵隊に同意を求めたが回答なし。

現場を一方的に封鎖。大学関係者や県警係官まで締め出し、現場検

証なしに機体撤去作業を始めた。いったい日本は独立国か？ 

１１月プーチン大統領は北方領土問題について、「歯舞、色丹の２島

返還」に逆戻りする方針示す。 

１１月中国海軍原潜による領海侵犯事件。官邸に第一報が入ってか

ら発令まで３時間以上を要し、領海外で海上警備行動が発令。 

2005 
１月郵政民営化法案を閣議決定。※詳しくは前のページに。 

１月老年者控除５０万が廃止。公的年金等控除の最低保障額も１４０

万から１２０万に引下げ。この結果６５歳以上の年金受給者の課税最

低限は２８５．５万→２０５．３万に。 また住民税の均等割が、市町村

税についてこれまで人口区分で２０００円～３０００円までの３段階か

ら３０００円に統一。また妻の非課税措置を廃止。年収１００万を超え

る妻に対し０５年度から２０００円、０６年度から４０００円を課税。 

４月自営業者らの国民年金 

保険料の引上げ。毎月の保 

険料が１３５８０円になり、毎 

年、月２８０円ずつ上がって 

いく。年額３３６０円の負担 

増が１４年間続く。 

２月「竹島の日」県議会で発議。 

２月日米両国政府は、外務・防衛担当閣僚による日米安全保障協議 

委員会（２＋２）を開催。今後の両国の外交・軍事政策の柱となる「共

同戦略目標」で「中台紛争防止」を初めて明示。 

３月韓国大統領対日批判。 

４月中国各地で反日デモが続発。 
５月対独戦勝利６０周年記念式典出席のため首相訪ロ。プーチン訪

日の要請で４回続けての訪ロ。 

５月来日中の中国の呉儀副首相が予定していた小泉首相との会談

を「緊急の公務が生じた」との理由で中止し、予定を繰り上げ同日午

後に急きょ帰国。日中首脳相互訪問はここ３年半行われず、足もとを

見られて揺さぶられる対中国外交。 

５月日本のＥＥＺ内の韓国漁船逃走。担保金５０万円で妥協。冷え切

った日韓関係を改めるために。 

 

２００2 年度 ２００3 年度 ２００４年度 ２００５年度 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

１3４．0 兆円 １４１．４兆円 １６２．３兆円 １６９．５兆円 

30.0 兆円 35.3 兆円 36.5 兆円 34.3 兆円 

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 

８６１兆円 ９０１兆円 １００２兆円 １０９２兆円 

小泉内閣の４年間の総括
そ う か つ

を!! 

▼債務累計 (国債＋地方債＋特別会計)  

▼国債発行額 （新発債＋借換債＋財投債)  

※最下段がそのうち単年度国債発行額（=新発債） 

 

前衆議院議員 武正公一  

たけまさ公一 
Takemasa―Koichiプロフィール 
▼ 昭和３６年生まれ。さいたま市立木崎小、木崎中、県立浦

和高、慶応義塾大学法学部政治学科卒。松下政経塾（５年間）

卒塾。▼平成７年、埼玉県議会議員初当選。平成１１年、埼玉

県議会議員２期目当選。▼平成１２年「国政・新時代！」を掲

げ、衆議院議員選挙に初当選。平成１５年、二期目当選。▼民

主党では役員室次長、次の内閣（＝ＮＣ）外務総括副大臣、埼

玉県連幹事長。 

 

増
え
続
け
る
！ 


